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	処分の概要
	施行地区内の土地等の処分の承認

	法令名
根拠条項
	都市再開発法　第118条の3第1項

	法令番号
	昭和44年法律第38号

	【基準】
　法第118条の3の規定による。
　(譲受け希望の申出に係る宅地等の処分制限)
第118条の3　譲受け希望の申出をした者(前条第4項の規定により譲受け希望の申出をしたものとみなされた者を含む。以下同じ。)は、その者が施行地区内に有する宅地、借地権又は建築物の処分をするには、施行者の承認を得なければならない。
2　施行者は、事業の遂行に重大な支障が生ずることその他正当な理由がなければ、前項の承認を拒むことができない。
3　前2項の規定は、土地収用法第45条の2に規定する裁決手続開始の登記があつた後における当該登記に係る宅地については、適用しない。

　都市再開発法の認可に関する適正な手続の確保について(平成10年7月7日建設省都再発第75号・建設省住街発第73号)参照

(※)都市再開発法
(譲受け希望の申出及び賃借り希望の申出)
第118条の2　次に掲げる公告があつたときは、施行地区内の宅地の所有者、その宅地について借地権を有する者又は施行地区内の土地に権原に基づき建築物を所有する者は、その公告があつた日から起算して三十日以内に、施行者に対し、その者が施行者から払渡しを受けることとなる当該宅地、借地権又は建築物の対償に代えて、建築施設の部分の譲受けを希望する旨の申出(以下「譲受け希望の申出」という。)をすることができる。
　一　再開発会社が施行する第二種市街地再開発事業にあつては、規準及び事業計画の認可の公告
　二　地方公共団体が施行する第二種市街地再開発事業にあつては、事業計画の決定の公告
　三　機構等が施行する第二種市街地再開発事業にあつては、施行規程及び事業計画の認可の公告
2　前項の宅地若しくは建築物の所有権又は同項の借地権で既登記のものの存否又は帰属について争いがある場合においては、争いの当事者のうち当該権利の登記名義人又は当該権利に関する仮登記若しくは処分の制限の登記を有する者に限り、同項の譲受け希望の申出をすることができる。
3　第一項の借地権で未登記のものの存否又は帰属について争いがある場合においては、争いの当事者は、同項の譲受け希望の申出をすることができる。
4　前二項の規定により、争いの当事者の一方が譲受け希望の申出をしたときは、争いの他方の当事者は、譲受け希望の申出をしたものとみなす。

(※)土地収用法
(裁決手続開始の決定及び裁決手続開始の登記の嘱託)
第四十五条の二　収用委員会は、第四十四条第一項の規定により添附書類の一部を省略して裁決の申請があつたときは、前条第二項に規定する公告期間を経過した後、これを省略しないで裁決の申請があつたときは、第四十二条第二項に規定する縦覧期間を経過した後、遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより裁決手続の開始を決定してその旨を公告し、かつ、申請に係る土地を管轄する登記所に、その土地及びその土地に関する権利について、収用又は使用の裁決手続の開始の登記(以下単に「裁決手続開始の登記」という。)を嘱託しなければならない。

	標準処理期間
	過去に事例がないため、未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	令和5年7月1日
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